
 

39 

 

４ 部局別当初予算説明資料 

 

（１） 議 会 事 務 局 

 

当初予算編成における基本方針 

議会が市民の代表機関としての役割を果たすとともに、議会に対する市民の皆さんの関心を高めます。 

議会運営における見直しを行い、議会の活性化を図るとともに、議会情報の公開に努め、より市民に開

かれた議会を目指します。 

 

１ 議会の活性化等 

議会が市民の代表機関として、行財政運営の監視や政策提案などの役割を果たすことができるよう、効

率的な議会運営を行うとともに、議員の調査活動基盤の充実など、議会の活性化を図ります。 

 

【主な事業】  

政務活動費交付事業〔庶務課〕                ７，２００千円 

委員会行政視察事業〔議事課〕                １，８５５千円 

 

 

２ 市民に開かれた議会 

議会に対する市民の皆さんの関心を高めるため、市民に開かれた議会を目指し、市民の皆さんへの議会

情報を提供します。 

 

【主な事業】 

会議録作成検索事業〔議事課〕                ２，６０２千円 

議会広報誌作製事業〔議事課〕                １，７５４千円 
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（２） 監 査 委 員 事 務 局 

 

当初予算編成における基本方針 

監査委員による監査は、市の財務に関する事務が適正に執行されているか、市が補助金などの財政的援

助を行っている団体でその補助金が適正に使用されているかなどについて、公正不偏な立場を守って監査

を実施します。 

本年度においても、財務に関する事務の執行が、関係法令や予算に基づき適正に行われているかどうか

を中心に、財政の健全化を図るために財政運営に向けて経費削減が図られているか、事務事業は効率的に

進められているかなどの指導に重点をおき、監査事務の一層の充実を図り、効率的かつ効果的な監査の実

施に努めます。 

 

１ 定期監査（行政監査を含む） 

財務に関する事務の執行及び経営にかかる事業の管理が、法令などの趣旨に沿って適正に行われている

かを主眼とし、合理的かつ効率的に行われているかに留意して行政機構別に実施します。 

 

 

２ 決算審査 

決算書やその他の書類が、法令にのっとり作成されているか、その計数が正確であるかを確認するとと

もに、予算の執行が効率的かつ的確に処理されているか、所期目的の成果を収めているかどうかを主眼に

審査します。 

 

 

３ その他の監査、審査及び検査 

上記のほか、随時監査（工事監査）、財政援助団体等監査、財政健全化及び経営健全化審査、例月出納

検査を行います。 

 

【主な事業】 

監査事務〔監査課〕                     ３，０５８千円 
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（３） 企 画 部 

 

当初予算編成における基本方針 

平成２６年度に引き続き、合併から新たな十年のまちづくりを目指すに当たり、「第２次総合計画」の

策定業務を行い、本年度は「総合計画基本計画」を策定します。また、平成２６年度からの補正予算によ

り地方版総合戦略を策定します。 

いなべ市は、平成２６年度に策定した「第２次旧員弁郡定住自立圏共生ビジョン」を基に、東員町と連

携して、人口の定住と地域の活性化を目指し積極的に取り組んでいきます。本年度は、総務省の受託事業

として策定した「グリ－ン・ツ－リズム推進計画」を基に、取り組み内容に応じて事業の推進を行います。 

いなべブランドの全国発信として、平成２５年度からアウトドアを中心にいなべの魅力を発信してきま

した。本年度はいなべでなければ体験できないアウトドアイベントを開催し“若者が集うアウトドアのま

ちいなべ”のイメージ定着を目指します。また、いなべ市ファンを全国から募り、「いなべ」を宣伝する

「（仮称）いなべ市応援隊“いなサポ”」事業を新たに始めます。これらの事業を通じて交流人口の増加を

図ります。 

また、本年度は都市住民を受け入れ、地域おこし活動などに従事してもらう地域おこし協力隊を導入し

て、その定住・定着を図りながら、地域の活性化に取り組みます。 

いなべ市は、標準的で簡素なシステムを競争的に構築事業者に提案させることにより経常的なシステム

経費を大幅に節減し、その節減された経費を新たにコンビニ収納・コンビニ交付システムなど新規システ

ム投資に積極的に取り組み、先進的な電子市役所を進めてきました。本年度は、平成２６年度に引き続き、

平成２８年度から本格的な運用が始まるマイナンバー（社会保障・税番号）制度に対応できるよう、住民

情報システムを改修します。また、平成２８年度ホームページの刷新を図るため、その準備を開始します。 

 

１ 新たな第２次いなべ市総合計画および地方版総合戦略の策定（まちづくりの推進） 

「第１次いなべ市総合計画いきいきプラン」の策定から１０年が経過することから、平成２８年度を初

年度とする新たな「第２次いなべ市総合計画（平成２８年度～平成３７年度）」の策定を平成２６年度か

ら２か年かけて行っています。 

総合計画は、まちづくりの長期的な展望を示し、魅力あるまちの将来像を描くもので、市民の皆さんと

ともにまちづくりの推進を行うための計画として策定します。 

また、平成２６年度からの補正予算により、人口の減少に歯止めをかけ、少子高齢化問題など地域の特

性に即した地域課題解決に取り組むための「地方版総合戦略」を策定し、将来にわたり活力ある社会を維

持していきます。 

 

【主な事業】 

総合計画策定事業〔政策課〕                １０，２０６千円 

 

 

２ 選ばれるまち「いなべ」を目指しいなべブランドの発信（シティー・セールスの推進） 

人口減少や東京一極集中の是正に向け「地方創生」が動き出しました。選ばれるまちを目指し「いなべ」

を売り込みます。花の百名山藤原岳、日本一の青川峡キャンピングパークなどアウトドア好きにとって最

高の舞台であるいなべ市に全国の若者が集う「日本のまんなか❤全国山女子フェスタ」を開催します。平

成２６年度に総務省の受託事業として策定した「いなべグリーン・ツーリズム推進計画」を一歩前に進め

ます。地域おこし協力隊や、いなべ市応援隊「いなサポ」を全国に募り「いなべ」の魅力が発見・発信で

きる環境を整えます。いなべブランド発信プロジェクトチームによる部局横断的な魅力発信に取り組みま

す。これらにより認知度を更に向上させ、交流や定住につながる選ばれるまち「いなべ」を目指します。 
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【主な事業】  

いなべブランド推進プロジェクト事業〔広報秘書課〕      ８，１０６千円 

グリーン・ツーリズム推進事業〔広報秘書課〕         ４，０８４千円 

定住自立圏構想推進事業〔政策課〕                ４８４千円 

    地域おこし協力隊事業〔広報秘書課〕            １２，０００千円 

 

 

３ さらなる行政改革の推進（行政運営の充実） 

いなべ市では、定員適正化計画に基づく職員の削減や時間外手当の削減、地方債の繰上償還、各種補助

金の見直し、各種料金の見直し、市民参加の地域づくりの検討など行政改革を積極的に進めてきました。 

なお、依然として厳しい財政状況の中、限られた経営資源（人・物・金）を効果的・効率的に配分する

ため、事務事業評価と施策評価の定着化に努めます。 

また、バランスシートや行政コスト計算書など公会計改革制度から得られたストック情報やコスト情報

をもとに実態にあった財政状況の把握に努めます。 

こうした成果を検証しながら、平成２６年度策定した「第２次行政改革大綱」を基に、行政改革のさら

なる推進を図ります。 

 

【主な事業】  

行政改革推進事業〔政策課〕                   １５６千円 

行政評価システム導入事業〔政策課〕               ３７８千円 

公会計改革推進事業〔財政課〕                １，２３２千円 

 

 

４ 先を見通した安定的な財政運営の推進（財政運営の充実） 

いなべ市が直面している財政面の大きな課題は、重要な財源である普通交付税の合併特例措置が合併後

１５年間と講じられていますので、１１年目（平成２６年度）以降は、激変緩和措置により５年間の間に

段階的に縮減され、今後大きな減少が予測されます。 

しかし、市税収入では、企業の設備投資の減少などにより、固定資産税（償却資産の減少）や法人税収

入をはじめ、平成２０年度を最高に大幅に落ち込んでいる状況にありましたが、回復の兆しが見えつつあ

ります。 

一方で、東日本大震災の影響から、合併特例債の活用期間が平成３０年度までに５年間延長されました。 

こうした現状や今後の情勢に対応するため、合併特例債などの有利な起債を活用したり、経常的経費を

抑制しながら、財政調整基金や市債管理基金を積み立てて財源確保を行っています。 

本年度についても、これらのさまざまな要因や財政見通しから、財源の確保を行いながら、安定的な財

政運営に努めていきます。 

 

【主な事業】 

（歳入）市債                    ３，９２５，０００千円 

内  臨時財政対策債〔財政課〕           １，０００，０００千円 
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内  合併特例債〔財政課〕             ２，７０６，３００千円 

 

庁舎建設整備事業（実施設計）             １２３，５００千円 

児童福祉施設整備事業（ほくせい保育園）        ７０６，４００千円 

障害者福祉施設整備事業（グループホーム、農と福祉の活性化等） 

９７，７００千円 

道路橋梁整備事業（笠田新田坂東新田線、大安東部線等整備） 

３６８，２００千円 

義務教育施設整備事業（藤原地区小学校、笠間小学校等） ８８２，９００千円 

社会教育施設整備事業（北勢市民会館）         ５２７，６００千円 

 

内  緊急防災・減災事業債〔財政課〕          ２１１，７００千円 

 

常備消防整備事業（活動派整備）            １３４，９００千円 

消防施設整備事業（消防団消防車両、詰所）        ７６，８００千円 

 

内  公共事業等債〔財政課〕                ７，０００千円 

 

都市公園整備事業（北勢中央公園負担金）          ７，０００千円 

 

 

５ 電子市役所の推進（行政運営の充実） 

本年度は、平成２６年度に引き続き、平成２８年度から本格的な運用が開始されるマイナンバー（社会

保障・税番号）制度に対応するためのシステム改修を進めます。 

 

【主な事業】  

新規システム構築事業〔法務情報課〕            ８２，７８２千円 

 

 

６ メディアを活用した「いなべブランド」の発信（パートナーシップのまちづくり） 

「情報誌Ｌｉｎｋ」が三重県広報コンクールで特選に選ばれました。広報誌はパートナーシップのまち

づくりに欠かせないツールです。本年度も特集やいきいきマイタウンなど、取材を通して市民の皆さんと

一緒に作る魅力的な広報誌をお届けします。より使いやすく、より見やすいホームページを目指し平成２

８年度リニューアルに向け基本設計を行います。 

市情報番組「いなべ１０」については、市民の皆さんの活躍を積極的に紹介するなど、お茶の間にいな

べの元気をお届けします。また、テレビ放送を活用した情報発信を行い、市外の方へのプロモーションも

積極的に行っていきます。より多くの話題が新聞などのマスメディアに採り上げられるよう、効果的なプ

レスリリースを積極的に進めます。 

 

【主な事業】  

情報誌発行事業〔広報秘書課〕                ６，４０７千円 

ホームページ事業〔広報秘書課〕                 ８１０千円 

テレビ広報事業〔広報秘書課〕               １７，４２９千円 
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７ 情報提供機能の充実に向けて（市民参画のまちづくり） 

市民活動センターを設置して７年目を迎え、福祉や環境・子育て・文化・まちづくりなど、さまざまな

分野で活動している１３４団体（平成２６年度末）が登録しています。 

平成２５年度より「市民が主役のまちづくり」をモットーに、市民の皆さんによるセンターの自主運営

を目指して協議した結果、市民の皆さんによるＮＰＯ法人が設立され、本年度より委託事業として、市民

の皆さんが自主的にセンター運営を行うこととなりました。市民活動に役立つ研修会や講座の開催、窓口

相談、会場使用や機器材の利用といった個別支援の充実を図るとともに、これまで通り年４回発行の情報

誌、ホームページ、情報番組などを活用した情報の発信に努めます。また、市民の皆さんが気軽に活動に

参加したり、活動中の皆さんが一層活発に活動できる環境づくりに努めるとともに、市民の皆さんの力が

多彩な分野で発揮できるようセンター機能の充実を図ります。 

 

【主な事業】  

市民活動センター事業〔市民活動室〕            １１，５０４千円 

 

 

８ 市民に開かれた市政情報と堅く守られた個人情報（パートナーシップのまちづくり） 

近年の情報通信技術の進歩などにより、市の保有する個人情報や情報資産の流出が懸念されるなか、個

人情報を適正に管理しつつ、市が保有する情報（公文書）の共有化と活用を進めるとともに、公文書の公

開請求や個人情報の開示請求などへの適切な対応に努めています。 

本年度においても、個人情報の管理や公文書公開請求への対応の基礎となる、公文書管理の更なる適正

化に努めます。 

 

【主な事業】 

文書管理支援事業〔法務情報課〕               ２，６２７千円 

情報公開・個人情報保護制度運用支援事務〔法務情報課〕    １，２４５千円 

 

 

９ 安全でお待たせすることのない情報システムと文書管理（情報ネットワークづくりの推進） 

いなべ市は、ホームページ、携帯電話への情報配信、地理情報、公共施設の予約、図書の検索、簡易行

政手続き、災害情報など、市民の皆さんが使いやすく利用度の高い情報システムづくりを進めています。 

さらに市役所事務では、住民情報系をはじめとする各種ＩＴシステムを活用した効率的で迅速な事務処

理と市民サービスの向上を図るとともに、セキュリティポリシーに従って情報漏えいや不正アクセスを防

止し、地震などの災害やシステム障害などによる情報通信機能の低下・停止への対策を強め、市民の皆さ

んの情報資産の確実な保護と安定した行政サービスの提供に努めています。 

これら優れたシステムの整備により、いなべ市はＩＴ ガバナンスランキングでも全国１２位（県下ト

ップ）、e-都市ランキングでも県内トップの評価を得ておりますが、これらのシステムがストップするこ

とのないよう安定的に運用します。 

また、公文書管理についても、いなべ市は先進的なファイリングシステムを構築し、いつでも必要な書

類を迅速に取り出せる体制を整えています。このファイリングシステムは平成２３年に施行された公文書

管理法に即したもので、県下で導入しているのは唯一いなべ市だけ、全国の自治体でもまだわずかです。 

こうした取り組みにより、お客様を窓口で長くお待たせすることが無いように努めます。 

 

 

 

 



 

45 

 

【主な事業】  

新規システム構築事業〔法務情報課〕（再掲）         ８２，７８２千円 

基盤インフラ整備事業〔法務情報課〕            ２６，０８５千円 

インターネット系システム保守事業〔法務情報課〕      １２，６４６千円 

住民情報処理システム保守事業〔法務情報課〕        ６７，５４１千円 

庁内情報処理システム保守事業〔法務情報課〕        １６，０４０千円 

情報セキュリティ対策事業〔法務情報課〕           １，８２１千円 

情報管理体制充実事業〔法務情報課〕               ３４６千円 

文書管理支援事業〔法務情報課〕（再掲）            ２，６２７千円 

 

 

１０ 地域主権の時代に対応できる法務能力の向上（行政運営の充実） 

少子高齢化や単身世帯の増加など社会の変化に加え、地域主権の流れの中で、市の受け持つ業務の範囲

はますます拡大を続けています。また近年、法令遵守に対する市民の皆さんの関心は高く、市の施策を進

めるに当たっては、民間企業以上に法令の遵守が求められています。 

こうしたことを背景に、従来の経験・知識に加え高度な法務能力が必要とされています。国の法令なと

の制定改廃や市政の方向に対応するよう、最新の例規システムを運用するとともに、職員は法律実務に長

じた顧問弁護士のアドバイスを受け、法制執務研修に努めます。 

 

【主な事業】 

法制執務支援事業〔法務情報課〕               ７，２１２千円 
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（４） 総 務 部 

 

当初予算編成における基本方針 

本年度は、いなべ市の４つの庁舎を統合した新しい庁舎の建設計画を引続き進めます。各庁舎は建設し

て３０～４０年が経過し、老朽化が進んでいます。そこで延長になった合併特例債を活用して平成２９年

度の完成を目指します。基本設計を基に実施設計に取り組み、併せて建設用地の開発協議をはじめとした

各手続きを実施します。また、新庁舎建設に伴う旧４庁舎、その他の施設の利活用などの機能変更及び統

廃合の計画も併せて策定します。 

災害対策では、南海トラフ地震発生による国の中央防災会議や三重県が公表しているいなべ市の被害想

定を踏まえて策定した「いなべ市地域防災計画」の活用に向けた点検、訓練などを実施します。 

ＦＭ波を活用した防災情報緊急伝達システムの整備も仕上げの年度としていきます。今後は整備を行っ

てきましたさまざまなシステムや設備の利活用及び運用に努力します。 

いざという災害時に自助の精神のもと、地域で支えあう取り組みを今後も積極的に自治会をはじめ法人

や組織に働きかけ、「自主防災」の組織化を推進します。 

なお、市の財政の最重要課題であります税収の確保については、いなべ市は自動車関連企業に依存する

部分がほとんどであります。日本経済の現状もまだまだ不透明であり今後の動向も予断を許しません。 

堅実に収納業務を進めて行きたいと考えていますが、税を取り巻く環境も厳しいものがあり納税者の思

いにたった自主納税を推進します。 

固定資産の評価替えが実施されますので、適正な課税に努めるとともに納税者への理解を求めるよう説

明責任を果たします。 

悪質な滞納者の対策については、三重県地方税管理回収機構への債権の移管を含め、厳正な滞納処分に

より滞納額の縮減に努めます。 

遊休・未利用財産の処分及び財産の利活用を図る上で、処分予定地の測量調査業務、価格決定に係る不

動産鑑定を行い、積極的に遊休土地の有効活用・処分を実施することにより財源確保を図るとともに、維

持管理費の削減に努めます。 

春の統一地方選挙で三重県知事・三重県議会議員選挙、秋にはいなべ市長選挙などが予定されています。

公正な選挙事務の遂行に努めます。 

職員の資質向上については、育成型人事評価制度による育成指導と研修受講促進などにより、総合的な

人材育成を推進します。管理職を対象に実施している人事評価結果の処遇への反映は、一層の制度と運用

の適正化を図り信頼度を高めます。 

また、職員の健康管理面では、健康診断結果を基に指導、相談を行います。メンタルヘルス対策につい

ては、早期の相談、指導による重症化予防などを図り、職員一人ひとりが健康で職務に専念できるように

努めます。 

 

１ 災害に強いまちづくり 

自然災害をはじめとするあらゆる災害から、市民の皆さんの生命、身体及び財産を守るとともに被害を

軽減し、市民の皆さんの安心・安全を確保することが防災行政の基本です。 

災害時における多様な情報提供手段の要として、平成２６年度に開局した「いなべFM」を活用した「防

災情報伝達システム整備工事」を引き続き実施して、迅速で的確な災害情報などの配信に努めます。 

また、南海トラフ巨大地震や土砂災害などの発生が懸念される中、「自助」「共助」による地域防災力の

強化を推進します。 
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【主な事業】 

消防団施設整備事業〔危機管理課〕 

・消防団詰所建設工事                   ４０，５６６千円 

・消防ポンプ自動車・可搬ポンプ積載車購入         ３５，０８２千円 

災害用備蓄資材購入事業〔危機管理課〕            ２，３７７千円 

防災無線事業〔危機管理課〕                ６８，２３０千円 

自主防災活動事業〔危機管理課〕               ６，４４７千円 

    ハザードマップ、ガイドブック作成事業〔危機管理課〕     ９，３３２千円 

 

 

２ 安全で明るいまちづくり 

平成２６年度作成した「防犯パトロールの手引き」を基に、自治会や市民団体などへ防犯ボランティア

団体の新規設立の啓発を行います。また、安心して暮らせる犯罪のないまちづくりを目指して防犯パトロ

ール用資材の貸与を行い、地域一体となる防犯活動を支援します。 

自治会要望に基づいて行う自治会管理の防犯灯への補助は、ＬＥＤ防犯灯に限定した新設・修繕委託事

業として行い、安全で明るいまちづくりを進めます。 

 

【主な事業】 

防犯パトロール用資材〔総務課〕                 ３３０千円 

防犯灯整備委託事業〔総務課〕                ３，６１２千円 

 

 

３ コミュニティ活動の推進 

コミュニティ活動は、市民の皆さんが地域社会一員として自治会活動へ積極的に参加することで活性化

されるため、活動の拠点となる自治会施設や伝統行事に要する資機材の整備に対して支援を行います。 

また、自治会の地縁団体の法人格取得についても引き続き支援します。 

 

【主な事業】 

自治会補助金事業〔総務課〕                 １，８００千円 

コミュニティ助成事業〔総務課〕              ２７，９００千円 

 

 

４ 自主納税及び期限内納付の推進 

納税に対する理解と納税意識の高揚を図るため、「情報誌Ｌｉｎｋ」、ケーブルテレビ、ホームページな

どを活用して、税の情報や税制度などについて広報啓発に努めます。 

また、口座振替、コンビニ納付などのより一層の周知を図り、今後も自主納税及び期限内納付を推進す

るため、納税者の利便性を考慮した納付しやすい環境づくりの充実に努めます。 

 

【主な事業】  

口座振替手数料〔納税課〕                    ９１８千円 

コンビニ決裁代行手数料〔納税課〕              １，２７４千円 
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５ 自主財源の確保 

自主財源の確保には、課税対象の的確な把握と適正な課税が重要です。そのため、市民税、固定資産税

は、申告支援システムや地理情報システムを活用し効率的かつ公平な課税に努めます。 

また、インターネットを利用して市税の申告などができるeLTAX（地方税ポータルシステム）の利用

拡大を進め、納税者の利便性の向上を図ります。 

税収については、法人市民税は企業の業績の回復を見込み２４．１％の増収見込みとしましたが、個人

の所得についてはいまだに明るさが見えず個人市民税は前年とほぼ同額としています。また、固定資産税

は、企業の投資意欲が回復していないことと評価替えによる家屋の大幅な減額が見込まれますので２．

５％の減収見込みとしました。市税全体では１．７％の増収見込みとなり、市税予算額は、８１．２億円

を計上しました。 

 

【主な事業】  

土地評価業務〔資産税課〕                       ４４，１１１千円 

地番図家屋図修正業務〔資産税課〕                   ２３，０６９千円 

家屋評価業務〔資産税課〕                       ３，５６４千円 

 

 

６ 滞納者対策 

税負担の公平性を確保するため、滞納整理支援システムによる未納のお知らせ、催告書の送付などの迅

速かつ効率的できめ細かな対応により初期滞納者に対する早期対策を講ずるとともに、長期・悪質滞納者

に対しては、三重地方税管理回収機構へ徴収権移管と市単独で滞納処分を実施し、徴収体制の強化に取り

組みます。 

 

【主な事業】  

三重地方税管理回収機構事業〔納税課〕            ５，５９０千円 

    滞納整理事務〔納税課〕                   ３，５８８千円 

 

 

７ 入札契約事務の効率化 

一般競争入札により、建設工事（５０万円以上）に係る入札契約事務を一括して実施するとともに、建

設コンサルタント業務についても、一般競争入札の適用を推進しています。このことにより、工事担当課

の事務負担を軽減するとともに、受注者の利便性の向上を図ります。 

なお、平成２６年度には、一層の事務の効率化、また受注者の利便性の向上を図るため、電子入札シス

テムを構築するとともに、７年目を向えた契約管理システムを電子入札に対応したシステムとして再構築

しました。今年度は、電子入札の試行に取り組みます。 

 

【主な事業】 

電子入札、契約管理システム保守管理事業〔契約監理課〕    ７，５６５千円 

入札参加資格申請共同受付、審査事業〔契約監理課〕        ４１０千円 

（工事・建設コンサルタント） 

入札参加資格申請共同受付、審査事業〔契約監理課〕        １９７千円 

（物品・役務） 
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８ 遊休財産の処分 

遊休施設の維持管理費の削減、遊休不動産の現金化、普通財産の売却による非課税固定資産の課税化に

努め、歳入確保に対応するため、積極的に遊休財産の処分に取り組みます。 

 

【主な事業】 

売払土地測量調査等事業〔管財課〕              １，３２６千円 

 

 

９ 公用車維持管理 

平成２２年度に保有台数の適正化が図られ、共通管理する部分として有料道路通行料・自動車損害保険

料などの経費の一括計上により、効率的な管理に努めます。なお、同時に費用対効果を考えたレンタカー

の活用及び市内移動において軽自動車の利用を励行します。 

また、各庁舎で管理しやすいように必要経費の予算措置を施しています。 

 

【主な事業】 

公用車共通管理事業〔管財課〕                ７，４１５千円 

員弁庁舎公用車管理事業〔管財課〕              ２，８７１千円 

大安庁舎公用車管理事業〔管財課〕              ４，８８４千円 

北勢庁舎公用車管理事業〔管財課〕                ９９７千円 

藤原庁舎公用車管理事業〔管財課〕              ２，６８９千円 

 

 

１０ 庁舎維持管理 

合併以来、分庁方式で業務を行っていますが、４庁舎もかなり老朽化しており適切な施設管理が望まれ

る中で、新庁舎建設計画に併せた効率的な維持管理に努めます。 

 

【主な事業】 

庁舎共通管理事業〔管財課〕                １４，３２６千円 

員弁庁舎維持管理事業〔管財課〕              ２１，０１２千円 

大安庁舎維持管理事業〔管財課〕              ５６，５４９千円 

北勢庁舎維持管理事業〔管財課〕              ２５，６１８千円 

藤原庁舎維持管理事業〔管財課〕              １０，４６３千円 

庁舎修繕事業〔管財課〕                   ７，５００千円 

 

 

１１ 公有財産維持管理 

普通財産の効率的な維持管理に努めます。 

 

【主な事業】 

公有財産（普通財産）維持管理事業〔管財課〕        １３，９２４千円 
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１２ 公有財産台帳作成及び公共施設等総合管理計画策定 

平成２７年度及び平成２８年度の２か年で、公有財産の精査、精緻化及び資産の棚卸しを行った上で、

土地・建物財産の価格を記載した台帳を作成するとともに、「公共施設等総合管理計画」を策定します。 

 

 

【主な事業】 

公有財産台帳整備事業〔管財課〕              ２６，３９５千円 

 

 

１３ 行政運営の充実（職員の資質の向上） 

地方分権の進展や今後ますます多様化・高度化する行政ニーズや課題に的確に対応するためには、市政

を担う職員の能力・資質の一層の向上を図り、職員一人ひとりの能力や可能性を最大限に引き出すことが

できるよう人材の計画的な育成に取り組むことが必要です。そのため、本年度も「いなべ市人材育成基本

方針」に基づき、「人事管理」「職場運営」「職員研修」を連携させた総合的な取り組みを進めます。 

人事評価制度については、平成２３年度から管理職員については勤勉手当を評価実績に応じて支給する

制度を開始しており、制度運用を通して人材育成の推進と公正な人事管理に努めます。また、制度の改善

を図るとともに、評価者や管理職以外の職員に対する研修を計画的に実施し、評価の信頼性の向上と制度

の定着化を図ります。 

職員研修については、職位の各階層に応じて求められる能力を養成する階層別研修をはじめ、実務研修、

特別研修、派遣研修などを実施します。また、６年目となる定住自立圏形成推進に向けた研修については、

いなべ市、東員町両市町職員の資質向上と連携の充実を図ります。 

職員の健康管理については、安全衛生管理活動を推進し、健診結果を反映させた健康相談やメンタルヘ

ルス対策などを進め、疾病の早期発見・早期治療と重症化予防を含む予防活動を重視した取り組みに努め

ます。 

 

【主な事業】  

職員資質向上事業〔職員課〕                 ７，４６９千円 

職員福利厚生事務事業〔職員課〕                １１，２０８千円 

 

 

１４ 新庁舎建設 

いなべ市の４つの庁舎を統合した新庁舎建設計画は、引続き基本設計を基に実施設計に取り組み、併せ

て建設用地の開発協議をはじめとした各手続きを進め平成２９年度の完成を目指します。 

なお、新庁舎周辺に市民の皆さんが集える新しいまちづくりや近隣都市の人達への情報発信、自然を生

かした施設の整備、体験づくりなどの計画策定を進め活性化を図ります。 

また、新庁舎へのアクセス道路として主要地方道北勢多度線・南濃北勢線を結ぶ新設道路の整備を進め

ます。 

 

【主な事業】 

新庁舎実施設計業務〔公共建築課〕             １３０，０００千円 

土地開発公社貸付金〔公共建築課〕            ８４０，０００千円 

市道阿第１０７号線道路工事〔公共建築課〕        １００，０００千円 

新庁舎周辺地域活性化計画策定業務〔公共建築課〕       １８，３６０千円 
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（５） 都 市 整 備 部 

 

当初予算編成における基本方針 

鉄道やバスなど公共交通は、市民の皆さんの日常生活が安全かつ円滑に営まれるために、たいへん重要

な役割を果たしています。 

鉄道については、三岐鉄道北勢線及び三岐線の２路線が旅客輸送を行っています。全国的に見ても地方

鉄道が非常に苦しい経営を行っている中、市内の２路線も例外ではありません。 

北勢線については、依然として経営状況が厳しく本年度も沿線市町の支援を行っていく必要がありま

す。三岐線については、設備の更新や施設の老朽化対策を進める必要があるため、国・県・沿線自治体と

の協調事業により整備します。 

また、福祉バスについては、運行開始から５年が経過し、市民の皆さんの足として定着してきました。

今後は、より一層安全運行に努めるとともに、効率的運営により経費削減を目指します。大安町内は、新

しいシステム、ルート、ダイヤでの運行を始めることにより、利用者の利便性向上を図ります。 

活力ある工業の振興については、アベノミクス効果により景気回復の兆しが見えてきました。また東海

環状自動車道整備事業が本格化となり、企業立地環境が充実されることから、いなべ市内での土地活用が

期待されます。県や既存企業からの情報収集を積極的に行い市長などトップセールスによる誘致活動に取

り組み、市民の皆さんの生活基盤である雇用の場の確保や企業からの税収確保に努めます。 

市民参加のまちづくりでは、地域で花づくり運動を行っていただくため、自治会及び各種団体の活動支

援を行います。 

 

１ 充実した公共交通網の整備・促進 

三岐鉄道北勢線は、リニューアル施策や利用促進事業によって年々収支を改善しており、平成２５年度

の営業成績は、近畿日本鉄道から三岐鉄道へ事業譲渡されて以来、輸送人員・旅客収入とも最高の実績と

なりました。 

しかしながら、依然、赤字運営が続いており、経営が自立安定するまでには至っておらず、平成２５年

度からの沿線市町による３か年の暫定補助金について、平成２８年度以降も引き続き支援する方向で協議

が進んでいます。 

今後は、ＪＲ、近鉄線と北勢線の乗り継ぎを改善するため、桑名市、三岐鉄道に対し、引き続き西桑名

駅の延伸事業の早期着工を求めます。また、利便性が向上したことについて沿線住民への認知度を高め、

活用度の向上を図ります。 

三岐線は、近年、施設・設備の老朽化が原因で、一時運休する事態が発生しています。 

このため三岐鉄道では、国・県・沿線市町の協調補助による地域公共交通確保維持改善事業及び緊急老

朽化対策事業により、施設などの更新を進めることとしており、安全安心な輸送の確保を図るため、いな

べ市においても引き続き支援します。 

福祉バスは、交通不便な方にとって欠かせない市内の重要な生活の足となっています。今年度は大安ル

ートの運行システム、路線改正を行い、大きく利便性を向上させます。今後さらに利用しやすい、安全性

の高いバス運行を目指します。 

 

【主な事業】 

福祉バス運行事業〔交通政策課〕                １００，１８７千円 

福祉バス購入事業〔交通政策課〕                 １０，４３０千円 

三岐鉄道支援事業〔交通政策課〕              ８６，９６２千円 

駐輪場・駐車場管理事業〔交通政策課〕               １，７５１千円 
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２ 市民参加のまちづくり 

近年、地域住民が主体となったまちづくりが注目され、地域の結びつきや地域力の再生が期待されてい

ます。いなべ市では、多くの地域で自治会や子ども会などの団体による花づくり運動が精力的に実施され、

住民の手による地域再生が進んでいます。 

今後とも住民の自主活動を支援し、市民の皆さんが主体となったまちづくりを進めます。 

 

【主な事業】 

緑化推進事業〔都市整備課〕                   ６９０千円 

 

 

３ 活力ある工業の振興 

財政の健全化、少子高齢化、雇用機会の不足、震災からの復興など、簡単には解決できない課題が山積

していますが、新たな経済対策への期待により、円高是正、株価の回復など、景気回復を後押しする明る

い兆しが見えてきました。いなべ市においても既存企業の生産需要の増加や積極的な設備投資によって、

景気の回復傾向にあります。このような状況において、中部圏の経済活動の起爆剤とも考えられる東海環

状自動車道整備事業が本格化してきました。中部圏域の物流の効率化や地域経済の活性化に期待が高まっ

てきており、今後の経済動向や地域インフラ整備、企業のニーズに注視しながら、誘致活動を積極的に行

います。 

また、新卒者・障がい者・高齢者が安心して就労できるような雇用力のある企業の誘致に主眼を置き、

誘致活動を推進するとともに既存の企業活動の支援を行います。 

 

【主な事業】 

企業誘致推進事業〔都市整備課〕              ８５，４７３千円 

工業団地管理事務〔都市整備課〕               １，７７０千円 

 

 

４ 土地利用の推進 

「いなべ市都市計画マスタープラン」の土地利用方針及び「いなべ市開発事業に関する指導要綱」によ

り、いなべ市内の開発計画について適正な指導を行い、適切な土地利用を推進します。 

 

【主な事業】 

都市計画推進事業〔都市整備課〕                        ２５７千円 

 

 

５ みどり豊かなまちづくり 

自然を生かしたいなべ公園は、いなべ市内外から子どもや高齢者など多くの人が訪れており、日常点検

や保守点検の実施により引き続き安全な公園施設の提供に努めます。 

 

【主な事業】 

都市公園管理事業〔都市整備課〕              １３，９３３千円 

都市公園整備事業〔都市整備課〕              ３５，７３４千円 
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６ 災害に強い地域づくり 

木造住宅耐震補強の必要性を啓発し、補助制度の活用で災害に強い地域づくりを推進します。 

 

【主な事業】 

木造住宅耐震診断事業〔都市整備課〕             ２，３１６千円 

木造住宅耐震改修補助金交付事業〔都市整備課〕        ６，８２８千円 

木造住宅耐震補強設計補助金交付事業〔都市整備課〕        ８００千円 

耐震シェルター設置補助金交付事業〔都市整備課〕       １，２５０千円 
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（６） 総 合 窓 口 部 

 

当初予算編成における基本方針 

市民の皆さんへの窓口サービスとして、各種手続きを適正に行うことにより、市民満足度が向上するよ

う支援・援助を行います。 

 

１ 窓口サービスの充実・推進 

市民の皆さんの利便性を図るため、各担当課と連携調整を行い、相談・支援・指導などを行います。ま

た、各種研修会に参加し職員の能力を拡充させて、市民満足度の向上に繋げます。 

  お客さまを窓口で長く待たせないよう努めます。 

 

【主な事業】 

窓口サービス事業〔総合窓口課〕              １９，１２５千円 
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（７） 市 民 部 

 

当初予算編成における基本方針 

地球温暖化がもたらす、集中豪雨などの異常気象、生態系の異変など、その影響と見られる現象が各地

で発生しおり、温室効果ガスの排出削減に向けた対策や取り組みを確実に進める必要があります。また、

持続可能な社会の構築や循環型社会に向けた取り組みをより一層推進する必要があります。私たち一人ひ

とりの取り組みや行動の積み重ねが地球規模の大きな問題の解決につながっていきます。 

このため、環境にやさしい生活スタイルを市民の皆さん、事業者、行政が一体となり、いなべ市から構

築していきます。 

廃棄物の処理については、“３Ｒ”（廃棄物などの発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）、再生利用

（Recycle））を推進し、資源循環型社会の実現に向けたまちづくりを目指します。 

また、あじさいクリーンセンターは、環境への負荷の低減に努め、安全・安定な廃棄物処理を行います。 

国民健康保険制度は、高齢化の進展や医療技術の高度化、生活習慣病の増加などに伴い医療費の増加が

続いています。一方では、医療費増加に伴い保険料に係る加入者の負担が増加しており、保険料の収納率

低下、滞納世帯の増加により国民健康保険は厳しい財政運営を強いられています。制度の構造的な問題の

解決に向け平成２５年１２月に成立した社会保障改革プログラム法に沿って、将来にわたる安定的な制度

運営が可能となるよう県の国保運営について、県と市の役割分担などの具体的な検討を進めます。 

戸籍住民基本台帳事務については、法令などに基づき正確かつ迅速に業務を遂行するとともに、個人情

報の保護の観点から厳格な管理を行い、事務の効率化と市民サービスの向上に努めます。 

また、本年度から開始されるマイナンバー（社会保障・税番号）制度と密接に関連して大きく変わる住

民基本台帳事務については、制度の円滑な導入に向けて的確に対応します。 

更新時期を迎える戸籍システムについては、より高い機能性、操作性を備えたシステムを構築します。 

 

１ 環境にやさしいまちづくり 

広域環境基計画や伊勢湾再生フォーラムの開催など、地球温暖化防止や環境保全に向けた取り組みが始

っています。再生エネルギーの固定価格買取制度やエコカー減税などの政策やグリーン購入などの啓発を

より一層進め、太陽光発電や省エネルギー家電など環境にやさしい製品への買い替えなど市民の皆さんや

事業者による取り組みを推進します。 

燃えるごみの中には、新聞紙、菓子箱などの紙やリサイクルできるプラスチックが多く混入しています。

分別を徹底することで、ごみの発生を抑えることができます。資源循環型社会や桑名広域清掃事業組合脱

退後の市内処理の一本化に向けて、廃棄物の減量に取り組みます。また、ごみ集積場へのごみ出しルール

の徹底、不法投棄や野外焼却防止のため環境パトロールや指導の強化に努めます。 

あじさいクリーンセンターでは、安全運転に努め、安定した焼却、減容処理をより一層推進するととも

に経費の節減に努めます。 

 

【主な事業】 

不法投棄処理事業〔生活環境課〕               ７，２６７千円 

環境問題調査事業〔生活環境課〕               １，１８６千円 

環境調査事業〔生活環境課〕                 ２，６００千円 

北勢斎場事業〔生活環境課〕                ２４，５９８千円 

ごみ収集事業〔生活環境課〕               １２５，０５０千円 

ごみ処理事業〔生活環境課〕               ２３０，２１４千円 

ごみ資源化事業〔あじさいクリーンセンター〕         ９，４６５千円 

あじさいクリーンセンター事業〔あじさいクリーンセンター〕１４２，０３１千円 
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し尿処理事業〔生活環境課〕               １２５，６４１千円 

 

 

２ 安心して暮らせる社会保障の充実 

病気にかかった場合に、誰もが安心して医療を受けられる現在の国民皆保険制度を維持し、その給付と

負担が公平な制度であることが必要です。国の制度改革を注視し、保険制度の適切かつ安定的な事業運営

を目指します。 

平成３０年度からの国保運営の県移行に向けて、本年度から保険財政共同安定化事業の対象を全医療費

に拡大し、県下市町の医療費の平準化を図ります。併せて、財政運営の安定化、保険料や医療費の格差是

正、収納率の向上対策などの課題や保険料の賦課、徴収や保健事業の実施に関する県と市町の適切な役割

分担などの協議を行います。 

また、医療費の抑制対策として、国保連合会が導入した新システムを活用することで受診者の医療費情

報から疾病の傾向を分析することが可能となり、特に医療費の高い疾病に重点を置き、予防、改善事業を

関係課と連携して進めます。 

福祉医療費制度は、福祉の増進を図るため、引き続き迅速かつ正確な助成に努めます。 

 

【主な事業】 

国民健康保険特別会計繰出事業〔保険年金課〕       ２３９，６４０千円 

後期高齢者医療特別会計繰出事業〔保険年金課〕      ５３１，２７０千円 

医療費扶助事業〔保険年金課〕              ３１６，８５３千円 

国民健康保険事業〔保険年金課〕           ５，１９１，０００千円 

後期高齢者医療事業〔保険年金課〕            ８４０，６００千円 

 

 

３ 行政運営の充実（住民記録の適正な管理） 

戸籍住民基本台帳については、住民情報の正確な記録と適正・厳格な管理が求められています。制度の

的確な運用と個人情報保護の徹底に努め、市民の皆さんの視点に立った正確、迅速、丁寧な対応を心がけ、

市民サービスの向上を図ります。 

マイナンバー（社会保障・税番号）制度については、今後の国の方針を踏まえながら、制度そのものを

動かす根幹となる業務である個人番号の付番・通知及び個人番号カードの交付などをスケジュールに沿っ

て的確に進めます。 

また、戸籍システムは、操作性、安全性に優れ、より高い機能性を備えたシステムを導入し、戸籍事務

の正確性、効率性を高めます。 

 

【主な事業】 

戸籍住民基本台帳事務〔市民課〕              ２６，８４５千円 

住民情報処理システム保守事業〔市民課〕           ８，７９６千円 

新規システム構築事業〔市民課〕              ６６，６１０千円 
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（８） 福 祉 部 

 

当初予算編成における基本方針 

少子高齢化の進行、１人暮らし高齢者世帯の増加などの社会構造の変化により、高齢者・障がい者・子

ども・女性など、それぞれの年代・世帯には介護、虐待、見守り、養育、孤立・生活困窮など個々の課題

は多様化しています。 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を見据えて、認知症施策、医療と介護の連携、高齢者の居住

に係る施策との連携、生活支援が包括的に確保される地域包括ケアシステムの実現に必要な取り組みを一

層発展させていく必要があります。 

住み慣れた地域で暮らし続けることができるように、平成２６年度に引き続き在宅医療と介護の連携を

推進するために多職種による研修・研究会を開催し在宅医療体制づくりを進めます。また、介護予防事業

の推進は、早期から一体化した、連続的なサービス提供を基に「元気づくりシステム」「介護予防教室（は

つらつ教室、ハッスル教室）」を軸とし、介護予防に限定せず、高齢者の健康づくりを視点に事業展開を

行います。なお、生活支援サービス事業の推進は、一人暮らし世帯や高齢者世帯が増加する中、支援の必

要性も高く、多様化してくるなかサービスの充実と強化を行います。 

予防給付の見直しと地域支援事業の移行は、平成２９年度末までに予防給付のうち訪問介護・通所介護

を地域支援事業へ移行することになっており、いなべ市では新しい介護予防・日常生活支援総合事業を平

成２８年４月からの実施予定として、地域の実情に応じた支援体制づくりに取り組みます。地域の見守り

体制は、「高齢者見守りネットワーク事業」を地域のふれあいサロン活動を通して、地域福祉の充実、見

守り体制の強化につなげます。 

障がいの有無や程度に関わらず互いの人格と個性を尊重し、地域で生き生きと豊かに暮らしていける障

がい者支援として、家庭生活・社会生活を送る上で必要な基本的な生活習慣を身に付け、社会に適応する

ための生活訓練事業「ルート事業」と、就労を目的とした就労支援事業「アビレコ事業」の連携による途

切れのない支援を進めます。地域内就労に向けて職親制度の推進、市内企業への直接訪問による啓発及び

協力依頼により、就労につながる機会の拡大を図ります。 

障がい者の方が通所される就労施設、居住するためのグループホーム施設などの障がい者支援施設整備

として、本年度は就労継続Ｂ型施設、就労訓練・生活訓練施設、グループホーム施設の設計に取り組みま

す。 

生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）に基づく事業として、平成２７年４月から生活保

護に至る前の段階から早期に支援が行えるように、生活困窮者自立支援事業を包括的・継続的に実施しま

す。 

自殺予防対策として、保健師による電話相談体制「いなべ命の相談電話」を本年度も実施し、重点的に

取り組みます。 

地域のさまざまな社会資源とネットワークを有する社会福祉協議会やシルバー人材センター、市民の皆

さんによる人権機関「メシェレいなべ」の運営活動を支援するとともに、障がいの有無や性別、年齢に関

係なく家庭や地域の中で支えあい助け合う地域づくりを目指して、地域福祉を推進するための「第３次地

域福祉計画」を策定します。 

市民感謝祭や市民人権フェスティバルなどの事業を推進するとともに、男女共同参画社会の実現を目指

します。 

 

１ 市民が参加する福祉のまちづくり 

高齢化、少子化の進行、１人暮らし高齢者世帯の増加などの社会状況の変化により、地域の互助である

地域の支え合い相互扶助機能が薄れつつある状況から、住民主体の柔軟な取り組みを支援する新しい地域

支援事業として地域の民生委員、自治会組織、住民の方、ボランティア団体、ＮＰＯなどと行政が協働し



 

58 

 

て、住み慣れた地域で安心していつまでも暮らしていくための生活支援の体制づくりに取り組み、地域の

さまざまな社会資源とネットワークを有し、多くの市民の皆さんとの協働を通じて地域の最前線で重要な

役割を担っているいなべ市社会福祉協議会を支援します。 

また、市民感謝祭は、福祉団体やボランティア団体が中心となったイベントとして実施できる体制づく

りに取り組みます。 

そして、市民の皆さん・福祉団体・行政などがそれぞれの役割の中で、お互いに力を合わせられる関係

をつくり、自助・共助・公助の視点もふまえて、地域ぐるみの福祉の推進を図ることを目的として「地域

福祉計画」を策定します。 

 

【主な事業】 

市民感謝祭事業〔人権福祉課〕                ３，５０８千円 

戦傷病者・戦没者遺族等援護・追悼事業〔人権福祉課〕       ５４８千円 

福祉職員人材育成支援事業〔人権福祉課〕             ７０９千円 

社会福祉協議会補助事業〔人権福祉課〕          ２１１，０１７千円 

地域福祉計画策定事業〔人権福祉課〕             ４，１５７千円 

 

 

２ いきいき暮らせる高齢者福祉の推進 

団塊の世代が７５歳以上になる２０２５年に向けて、高齢者の方が要介護状態となっても住み慣れた地

域で暮らし続けることができるように、「医療」「介護」「介護予防」「住まい」「生活支援」が一体的に提

供される「地域包括ケアシステム」の仕組みを充実します。 

医療と介護の連携として、平成２６年度に設置した「在宅医療多職種連携推進協議会」を基軸に「在宅

医療・介護連携研究会」「多職種対象研修会」「市民向け講演会」を開催し、引き続き顔の見える、仕事の

見える関係づくりから、連携強化を図ります。 

介護予防の推進は、「元気づくりシステム（元気づくり体験にこやか集会所コース、元気リーダーコー

ス）」の取り組み活動自治会の拡大、事業の拡充や継続フォローアップを行い、地域住民による主体的な

健康づくり活動を促進します。 

二次予防事業対象者（虚弱高齢者など）及び介護保険サービスを利用していない要支援認定者を対象に、

身体状態に合わせた２段階の介護予防教室（はつらつ教室、ハッスル教室）を継続開催し、より効果的な

介護予防が行えるようカンファレンス調査を実施し、個別ケア会議で多職種による検討を行います。 

介護保険法の改正により新しい介護予防・日常生活支援総合事業の実施時期が定められ、いなべ市にお

いては、平成２８年４月から総合事業の実施を予定し、移行に向けた事業の構築及び調整を行います。 

地域の見守り体制としての「高齢者見守りネットワーク事業」を地域のふれあいサロン活動を通して推

進し、地域の見守り体制を強化するとともに災害時要援護者避難支援制度を推進します。 

地域おこし協力隊事業を活用し、元気づくりシステム推進体制の充実に活用します。 

 

【主な事業】 

シルバー人材センター事業〔長寿福祉課〕          １５，０５０千円 

介護予防にこやか集会所コース事業〔長寿福祉課〕      ４６，６２２千円 

成年後見制度扶助事業〔長寿福祉課〕               ４８８千円 

在宅医療多職種連携事業〔長寿福祉課〕              ８５６千円 

敬老事業〔長寿福祉課〕                  １７，２２３千円 

（新規）地域おこし協力隊受入れ事業〔長寿福祉課〕          ４，０００千円 

介護保険事業〔介護保険課〕               ４９０，６１７千円 

災害時要援護者対策事業〔長寿福祉課〕              ６４８千円 
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介護予防推進事業〔長寿福祉課〕          特会   ８９，３０１千円 

地域包括支援センター運営事業〔長寿福祉課〕    特会  ５９，７７６千円 

 

 

３ みんなが支えあう障がい者（児）福祉の推進 

障がい者の方が、地域で生き生きと豊かに暮らせるための障がい者の就労支援として、地域内企業への

障がい者の就労啓発を継続して行います。社会生活を送る上で必要となる調理、洗濯、買い物など、日常

生活能力を向上させるための生活訓練事業「ルート（life up training empowerment）事業（地域生活

支援事業）」と、一般就労を目的とした「アビレコ（Ability Challenge Record：技能開発履歴）活用計

画（就労支援事業）」を連携して、途切れのない支援を展開します。 

障がい者支援施設整備として、平成２６年度から取り組んでいる「農と福祉の活性化事業」を活用した

障がい者の就労継続Ｂ型施設、たんぽぽ作業所とふじわら作業所を統合した就労継続Ｂ型施設及び生活介

護施設に新たに就労訓練、生活訓練、ショートスティが可能な機能を備えた施設の設計に取り組みます。

さらに、親亡きあとも障がい者が安心して地域で生活できるグループホームの支援についても本年度から

取り組みます。 

 

【主な事業】 

障害者福祉啓発事業〔社会福祉課〕                ４９８千円 

障害者手当支給事業〔社会福祉課〕             １９，４６９千円 

地域生活支援事業（生活訓練事業含む）〔社会福祉課〕     ４３，９８３千円 

障害者自立支援福祉サービス事業〔社会福祉課〕      ６２３，５３７千円 

障害者自立支援医療給付事業〔社会福祉課〕         ２３，３７９千円 

障害者補装具支給事業〔社会福祉課〕             ９，０００千円 

施設重度障害者加算支援事業〔社会福祉課〕          ３，０４５千円 

福祉交通事業〔社会福祉課〕                   ９２９千円 

障害者就労支援（アビレコ）事業〔社会福祉課〕        ５，９６４千円 

農と福祉の活性化事業〔社会福祉課〕            ８８，４０３千円 

地域子育て支援事業（障がい児子育て支援事業）〔社会福祉課〕  ２，９４５千円 

障害者介護給付費等支給審査会共同設置事業〔社会福祉課〕   ３，９０１千円 

手話通訳者等派遣事業〔社会福祉課〕             ３，３８２千円 

（新規）障害者施設整備事業〔社会福祉課〕             ４０，７０６千円 

 

 

４ 生涯を通じた健康づくりの推進 

平成２１年度から実施している「いなべ命の相談電話」、メンタルパートナー養成研修など自殺対策の

普及啓発に集中して取り組み、関係団体と連携して誰もが気軽に相談できる体制の充実を図ります。 

また、９月の「世界自殺予防デー・自殺予防週間」、１２月の「いのちの日」、３月の「自殺対策強化月

間」を利用し、自殺に対する正しい知識の普及・啓発、各種相談窓口の周知を行います。 

 

【主な事業】 

地域自殺対策緊急強化事業〔人権福祉課〕             ２４０千円 
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５ 安心して暮らせる社会保障の充実 

いなべ市の生活保護の保護率は、平成２０年末からの経済不況による保護世帯の急増から平成２４年度

以降は保護率が３‰（０．３％）台で推移し、平成２６年８月末現在の保護率は３．７‰（０．３７％）

となりましたが、県の平均保護率９．６‰（０．９６％）に比べて大幅に低い状況です。 

被保護世帯の生活の安定、社会参加の促進のため就労支援員を引き続き配置し、就労による自立を積極

的に支援するとともに、本年４月１日からは生活保護に至る前の段階から早期に支援が行えるように、生

活困窮者自立支援事業として生活困窮に関する相談支援窓口を設置し、就労支援、家計相談支援、学習等

支援、住居確保給付金の支給事業などを包括的・継続的に行います。 

 

【主な事業】 

生活保護事業（就労支援員含む）〔社会福祉課〕       ３４９，２６０千円 

（新規）生活困窮者自立支援事業〔社会福祉課〕           ２０，５１７千円 

 

 

６ 女（ひと）と男（ひと）が互いに認め合う社会づくり 

男女共同参画を推進していくためには、性別にかかわらず私たち一人ひとりが自立した個人として、そ

の能力と個性を十分に発揮することができる社会を実現するための努力と、あらゆる分野での取り組みが

求められています。市民の皆さん・地域・学校・事業所・各種団体と連携しながら、一人ひとりが主体的

に取り組むことが必要です。 

 

【主な事業】 

男女共同参画啓発事業〔人権福祉課〕               ５７７千円 

 

 

７ 思いやりのある人権のまちづくり 

いなべ市においては、「人権尊重のまち宣言」の理念を実現するため、「いなべ市人権啓発基本方針」に

基づき人権啓発事業を進めています。 

基本方針では、「人権啓発の推進」「社会教育における人権教育の推進」「市民の参画による学習や取組

の推進」の３つの柱を掲げ、その人権施策を推進するため、市民一人ひとり、人権団体、行政機関が一体

となって、身近な地域社会において人権が尊重される社会を築いていくことに努めます。  

本年度も、行政職員をはじめ、「すべての人びとが、あらゆる場を通じて人間として尊重され、幸せに

生きていくことのできる、豊かで暮らしやすい地域社会づくり」を一層進めるため、身近な問題をテーマ

にした市民つながり人権講座の開講や「いのち」をテーマにした標語とポスターの募集事業などの人権啓

発事業に取り組みます。 

また、人権啓発を総合的・効果的に推進するために人権擁護委員と連携しながら、人権相談などによる

人権擁護活動を推進します。 

人権機関である「メシェレいなべ」による地域の実情に応じた地域交流事業など市民の皆さんが主体と

なって人権尊重のまちづくりに取り組む活動を支援します。 

 

【主な事業】 

人権擁護推進事業〔人権福祉課〕                 ６９９千円 

人権啓発事業〔人権福祉課〕                 ４，７６８千円 

地域交流事業〔人権福祉課〕                 ５，８４０千円 
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（９） 健 康 こ ど も 部 

 

当初予算編成における基本方針 

待機児童の解消を主な目的に、本年度から新しく、子ども・子育て支援制度が始まります。いなべ市で

は、基本部分においてはこれまで進めてきた次世代育成支援地域行動計画を引き継ぎながら、地域におけ

る子育てニーズに合わせて平成２６年度に策定した「子ども・子育て支援事業計画」を基に事業を進めま

す。 

全国的に児童虐待が増加し続ける中、養育力の低い家庭、保護者に精神疾患などがあるため子育てが充

分できていない家庭、孤立した子育て家庭などで児童虐待が起こっており、いなべ市においても支援が必

要な家庭が増加しています。また、ひとり親家庭や経済的に困窮している家庭に育つ子どもについても、

世代間連鎖を防ぐことが大きな課題となっています。 

こうした支援を要する家庭の生活基盤の安定と児童の自立を支援する方策を行政の責務とする生活困

窮者自立支援法が、平成２７年４月に施行されます。 

少子化が進む中、将来のいなべ市を背負って立つ人材の育成は重要課題であり、継続した取り組みが必

要です。このため、市では生活困窮者支援を担当する社会福祉課、学力向上を担当する教育委員会、就学

前児童支援を担当するこども家庭課が連携して検討を進め、継続した訪問により支援を行う体制を構築し

ます。 

病床の役割の分化・連携強化を図るため、医療機関が都道府県に病床の機能（高度急性期・急性期・回

復期・慢性期）を報告する病床届出制度が始まりました。これに基づき本年度は、県が二次医療圏域ごと

の「地域医療構想（地域の医療提供体制のあるべき姿）」を策定しますが、これは、急速な高齢化の進展

に伴う疾病構造の変化により必要とされる医療の内容が変化し、これまでの救命・延命・治療による社会

復帰を前提とした医療から、病気と共存しながら生活の質の維持・向上を目指す地域包括ケアの考え方に

基づいて、医療も変換することが求められているためです。医療機関の整備・充実は都道府県の責務です

が、いなべ市としても三重県の示す地域医療構想に基づき、救急医療を含めた地域医療の充実を考えてい

きます。 

 

１ 未来を育む児童福祉の推進 

本年度から新たに始まる子ども・子育て支援事業については、「いなべ市子ども・子育て支援事業計画」

を基本にそれぞれの事業を実施するとともに、市民の皆さんが子育てしやすい環境の充実に向けて取り組

みます。 

施設の老朽化と保育園の効率的な運営を図るために、阿下喜保育所と十社保育所を統合して建設する

「ほくせい保育園」については、本年度園舎の建築に着工し、平成２８年３月の開園を目指します。 

児童虐待、ＤＶなどに対応する家庭児童相談室の平成２５年度の相談件数は、１，５０４件と平成２４

年度に比べて５％増加しており、平成２６年度も増加傾向にあります。これに対応するため、平成２６年

度に児童相談所での勤務経験の豊富な職員を配置し、即時対応と職員の資質向上に取り組みました。本年

度は、福祉の専門職であるケースワーカーを配置し更なる体制強化を図ります。 

我が国の危機的な少子化に対応するため、内閣府は平成２６年度から「結婚・妊娠・出産・育児の一貫

した切れ目のない支援」を行うことを目的に、地域の実情に応じた取り組みを支援する「地域少子化対策

地域交付金」を創設しました。いなべ市においてもこの交付金を活用し、「切れ目のない支援」を行う窓

口として、「妊娠、出産、子育て電話相談事業」を立ち上げました。本年度も引き続き事業を継続し、支

援が必要な家庭とつながる役割りを担っていきます。 

要支援家庭の児童が有利な就労機会を得ることで、自立した生活が可能となることにより支援の連鎖を

断ち切ることを目的とする「（仮称）子育て支援隊」については、育児、家事支援や学習支援などを行う

支援員を養成し、対象となる家庭を訪問して必要な支援を行います。 
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【主な事業】 

家庭児童相談事業〔こども家庭課〕             １３，７４０千円 

公立保育園運営事業〔こども家庭課〕           ４０９，３３７千円 

私立保育園運営支援事業〔こども家庭課〕         ８０７，１６２千円 

公立保育園整備事業〔こども家庭課〕           ８４２，２７５千円 

大安中央児童センター運営事業〔こども家庭課〕       １９，２３１千円 

母子生活支援施設措置事業〔こども家庭課〕          ８，１６０千円 

ひとり親家庭等就学金支給事業〔こども家庭課〕       １７，５１８千円 

児童扶養手当給付事業〔こども家庭課〕          １２１，６５３千円 

ブックスタート、ブック・Ｒｅスタート事業〔こども家庭課〕  １，０６８千円 

地域子育て支援事業〔こども家庭課〕            ３８，３６４千円 

児童手当事業〔こども家庭課〕              ８１１，６８０千円 

 

 

２ みんなが支えあう障がい者（児）福祉の推進 

保健・福祉と教育が協働し、母子健診から保育、教育そして就労へと支援をつなぐ「チャイルドサポー

ト事業」については、保育園との協働により療育を行なう「はなまるタイム（個別療育）」や「はなまる

グループタイム（小集団療育）」、「ステップアップ教室（通級型小集団教室）」に加えて、平成２６年度か

ら始めた発達支援システムアドバイザーによる技術指導研修を引き続き実施し、保育士の療育及び発達支

援保育力の充実を図ります。 

臨床心理士による発達検査を基に、こどもが生活や学習のどこに困り感を持っているのかを分析するこ

とにより、学校・保育所、家庭での支援方法を明確にし、教育委員会の教育相談や健康推進課の発達相談

と連携して特別支援教育・保育に繋げます。 

 

【主な事業】 

療育支援事業〔発達支援課〕                   ４２８千円 

発達支援事業〔発達支援課〕                 ８，９３５千円  

ステップアップ教室事業〔発達支援課〕              ３５１千円  

 

 

３ 生涯を通じた健康づくりの推進 

医療、高齢者の在宅医療・福祉の受け皿となる地域包括ケアシステムを推進する中で、いなべ市の地域

環境も大きく変わることが予想されます。平成２６年度に設立された「いなべ在宅医療多職種連携推進協

議会」の中で、市内の医療機関、福祉機関とともに、福祉部や市民部と連携して救急を含めた地域医療の

方向性の検討を始めます。 

生活習慣病の予防は若い頃から取り組むことが大切であると言われていますが、いなべ市の国民健康保

険に加入の６４歳以下は１６．５％という低い加入率であるため、効果のある働き掛けができませんでし

た。 

本年度から、市民の２３％、約1万人が加入している全国健康保険協会（協会けんぽ）との事業連携を

始めます。加入者にとっては、これまでは国民健康保険加入者が対象であった巡回人間ドックを受診でき

るようになり利便性が向上します。また、いなべ市にとっては、がん検診の受診率の向上が期待できると

ともに把握できる健康情報が市民の６割に広がり、より多くの若年層の健康状況の把握が可能となりま

す。 

産後の体調に不安があっても核家族などで支援が受けられない、育児不安が高く心身のケアや育児のサ
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ポートが必要であるなど、出産直後の母親に対しては、医療機関などの空きベッドを利用して心身のケア

や休養、育児に関する指導やカウンセリングを行う「産後ケア事業」を本年度から実施します。 

妊婦一般健康診査は、これまで県外の医療機関で受診した場合には助成の上限額が設定されていまし

た。オーバーした場合は自己負担となり全額公費負担である県内受診と差が生じていましたので、助成額

を同額とし負担を軽減します。 

 

【主な事業】 

救急医療体制整備事業〔健康推進課〕            ４５，６５７千円 

医療従事者緊急確保対策事業〔健康推進課〕         １９，７１０千円 

感染症予防事業〔健康推進課〕              １６５，６７７千円 

母子保健事業〔健康推進課〕                ６４，９５７千円 

不妊治療事業〔健康推進課〕                 ４，０００千円 

不育治療事業〔健康推進課〕                   ４００千円 

健康推進事業〔健康推進課〕                ６１，８９６千円 

健康増進事業〔健康推進課〕                ２５，４９７千円 
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（１０） 農 林 商 工 部 

 

当初予算編成における基本方針 

国は農林水産業のさらなる構造改革を進めるため、「農林水産業・地域の活力創造プラン」を策定しま

した。これは、農業を足腰の強い産業としていくための産業政策と農業・農村の持つ多面的機能の維持・

発展を図るための地域政策などを取りまとめたものです。これにより地域及び農業関係者が一体となっ

て、地域の課題解決に取り組むことが重要となりました。 

今後もより早く国の施策を的確に把握し、地域・農業者などへの周知と適切な指導に努めます。 

いなべ市は、これまで取り組んできた集落を基本とした持続性のある効率的・安定的な農業生産活動の

支援を継続するとともに、地域で指名された中心となる農業者への農地利用集積の促進、青年新規就農者

の育成などに取り組みます。また、平成２６年度よりスタートした農地中間管理機構を通じて、所有農地

を貸したい方の貸借や借り受けた農地が分散している農業者の農地集約が三重県のモデルになり、継続し

て取り組みます。 

いなべ市独自の栽培基準により生産した農畜産物のＰＲを強化し、いなべ市内外への認知度の更なる向

上を図ります。 

ブランド事業においては、そばの生産に力を入れ、県下１番の栽培面積を維持する取り組みを進めます。

そば祭りの開催により、「いなべ＝そば」というイメージが定着しつつあり、知名度向上に貢献していま

す。 

また、そばの加工品の開発・販売や市民の皆さんがそば粉を利用しそばを打つことを通じて、地域おこ

しに繋げていきます。 

遊休農地対策は、これまで非公開であった農地台帳記載事項や地図がインターネットで公表されること

により誰もが情報を入手できることから、今後はこのシステムを利用して担い手などへの農地利用集積を

促進し、遊休農地の減少に努めます。 

農地の保全が困難になりつつある今日、地域での農地保全を進めるため、多面的機能支払事業や中山間

地域等直接支払事業などを活用して地域の農業生産活動の継続を支援します。 

有害鳥獣による農産物への被害を軽減するため、対策事業を継続し、住民が自ら獣害に強い集落づくり

に取り組めるように支援します。 

農村基盤整備は、施設の維持管理の軽減、施設の長寿命化を図るため、老朽化した用水路などの修繕を

多面的機能支払事業や中山間地域等直接支払事業と併用して、整備を進めます。 

農業公園事業は、指定管理者制度の導入により、指定管理者による効果的、効率的な運営を支援します。 

林業事業は、森林の持つ公益性を高めるとともに地球温暖化防止となるＣＯ２吸収量向上のため森林整

備を推進します。 

商工業関係では、商工会への運営助成や小規模事業者への資金的支援を行うことにより地域商工業の活

性化に努めます。 

観光事業は、独立した観光協会の支援を図るとともに、「青川峡キャンピングパーク」「農業公園」「阿

下喜温泉」といったいなべ市の集客施設やいなべ市内観光名所と連携した観光客誘致活動を推進するとと

もに、アウトドアメーカー（株）モンベルや（株）観光販売システムズなどの民間事業者との連携による

情報発信を強力に進め、東近江市や近隣市町との連携強化により、いなべ市への集客力の向上と地域活力

の向上を図ります。 

また、いなべ市の知名度の向上及び観光振興を目的とした国際自転車ロードレースを開催するため、「ツ

アー・オブ・ジャパンいなべステージ実行委員会」に事業費補助を行うとともに、自転車による観光の一

層の推進を図り、自転車愛好者の誘客及び安心・安全にいなべ市内を走行できるための環境整備などを「サ

イクルツーリズム実行委員会」に事業委託して進めます。 

消費者行政では、巧妙かつ悪質化する詐欺などの被害に遭わないよう基本的な知識を身につけてもらう
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ため、社会福祉協議会と連携して老人会などを中心に研修会の開催を積極的に行うとともに、消費者相談

や広報などを活用した啓発活動を強化して消費者の不安解消に努めます。 

 

１ 魅力ある農林水産業の振興 

効率的で安定した農林業生産活動を支援するため、集落で指名された中心となる担い手への農地利用集

積の促進、新規就農者の育成などに取り組むほか、農地中間管理機構を通じた農地の貸借・分散した農地

の集約化などを進めます。 

農業振興を進める農業関係団体などの組織育成支援や関係機関との情報共有を図り、効率的な振興に努

めます。また、地産地消の拡大を進めるとともに、品質向上のための研修などの支援を継続します。 

平成２６年度のいなべ産そばの栽培面積は、５４ヘクタールと県下１番の栽培面積を持続しています。

農地の有効利用を図る２年３作を定着させ、所得の向上と作業の分散を目指します。また、平成２２年度

から始めた「いなべの里そば祭り」も継続し、平成２６年度から観光を含めまつりのＰＲを名古屋圏に行

い、いなべブランドを発信しています。いなべ市内にはいなべブランドの先駆を担わせるため、市民の皆

さん自らが胸を張って特産品と言える「そば」として、手打ちのそば打ち人口の拡大と、市内で食する機

会を向上させる取り組みを進めます。 

土地改良（ほ場整備）事業で整備された農業用施設の老朽化が進みつつあり、受益者の維持管理労力が

増大しています。これは農業の継続に大きな支障になることから、国、県などの事業を有効に活用し改修

に努めます。その中で、農業用施設であるため池については、震災対策事業として国、県などの補助事業

を活用し施設整備を図ります。 

年々増加する有害鳥獣への対策は、今までのように猟友会での駆除一遍通りでなく、被害を受けている

農家が農地近辺で捕獲が出来るよう狩猟免許の取得案内や罠・檻研修を行うとともに、檻製作補助・捕獲

獣処分補助を主眼とし年間を通して有害鳥獣捕獲許可を出すことにより、捕獲の意欲を高めて行きます。

また、職員による獣害パトロールや大型捕獲檻による有害鳥獣駆除を行い、集落近辺に出没する有害鳥獣

の捕獲体制の強化を図ります。 

林業は、採算性の悪化や林業事態の衰退により、放置される森林が増加し、森林の持つ公益機能が低下

しています。国などの事業を活用し、間伐や枝打ちなどの森林整備を進めます。 

また、森林の適正な管理や効率的な林業経営に欠かせない林道整備も継続して進めます。 

 

【主な事業】 

農業振興事業〔農林振興課〕                 ５，９０３千円 

経営体等育成支援事業〔農林振興課〕            ４９，４８０千円 

経営所得安定対策推進事業〔農林振興課〕           ６，０００千円 

畜産事業〔農林振興課〕                   ３，１００千円 

家畜伝染病対策事業〔農林振興課〕                ８４０千円 

農業振興施設事業〔獣害・ブランド対策室〕          １，８９４千円 

農業関係組織育成事業〔獣害・ブランド対策室〕          ５００千円 

いなべブランド事業〔獣害・ブランド対策室〕         ９，８１３千円 

農作物有害鳥獣追払事業〔獣害・ブランド対策室〕      ３６，３２１千円 

農作物有害鳥獣防除施設整備事業〔獣害・ブランド対策室〕   ４，０００千円 

多面的機能支払交付金事業〔農村整備課〕          ７１，５００千円 

中山間地域等直接支払事業〔農村整備課〕          ２６，２８６千円 

土地基盤整備事業〔農村整備課〕              ５６，６１３千円 

用排水施設整備事業〔農村整備課〕                ７１８千円 

農道台帳整備事業〔農村整備課〕                 １００千円 

農村地域防災減災事業〔農村整備課〕            ２４，０００千円 
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震災対策農業水利施設整備事業〔農村整備課〕        １３，２００千円 

三重用水事業〔農村整備課〕                 ６，１１５千円 

林業事業〔農林振興課〕                     ２５１千円 

環境林整備事業〔農林振興課〕                １，９４５千円 

森と緑の基金事業〔農林振興課〕               ８，３３５千円 

市単独林道改良事業〔農林振興課〕              １，８００千円 

    地域おこし協力隊事業〔獣害・ブランド対策室〕        ８，０００千円 

 

 

２ にぎわいある商業の振興 

景気回復の兆しも見えつつある経済情勢と報道される中、いまだにいなべ市内商工業者にとっては実感

として景気がよくなったと感ずる状況ではありません。また、事業主の高齢化や後継者不足とともに近隣

市町への購買力の流出は経営の存続を危惧する状況となっており、商工会員数も微減の状況にあります。

商工業者が安心して相談、指導が受けられる魅力ある商工会に発展させるために、運営に対する補助やイ

ベント開催の補助など活性化に対する支援を行います。 

 

【主な事業】 

いなべ市商工会運営補助事業〔商工観光課〕         ２４，０００千円 

小規模事業者支援事業〔商工観光課〕             １，１００千円 

ウッドヘッド三重施設管理事業〔商工観光課〕         ２，１６０千円 

商工団体イベント補助事業〔商工観光課〕           ５，０００千円 

歴史ある街並み活性化事業〔商工観光課〕           ７，０００千円 

 

 

３ 観光の充実 

いなべ市では、「青川峡キャンピングパーク」「農業公園」「阿下喜温泉」などの主要な観光施設があり、

これらの施設の知名度も上がっていることから、近年集客力が高まってきています。観光客は、まちの活

気と活性化、いなべ市の知名度の向上に繋がり、地域住民の故郷に対する愛着や誇りが生まれてきます。 

また、「梅まつり」「あじさいまつり」「ぼたんまつり」「もみじまつり」といったイベントや「夏祭り」

なども盛大に開催され、一年を通じていなべ市内外に多くの情報発信を行っています。 

このような中、一般財団法人いなべ市観光協会によるさらなる情報発信や観光ルートの開発、体験など

の旅行賞品の開発販売などを行うとともに、近隣市町との連携による広域的な観光のＰＲ活動を推進しま

す。 

さらに、登山ブームによる中高年者の登山者の増加に伴う登山道の整備や、平成２６年度に新築した藤

原岳の山頂トイレなど快適環境の中での登山をＰＲして誘客に努めます。 

また、自転車を活用した観光を推進するため、平成２６年度に立ち上げた「サイクルツーリズム実行委

員会事業」をより一層進めます。 

併せて、本年度から国内最高峰の国際自転車ロードレース「ツアー・オブ・ジャパンいなべステージ」

を開催し、国内はもとより海外にも「いなべ」の魅力を発信します。 

 

【主な事業】 

観光客受入施設管理事業〔商工観光課〕            ４，９９７千円 

観光施設整備事業〔商工観光課〕               １，４２５千円 

ツアー・オブ・ジャパン開催事業費〔商工観光課〕      ３６，０００千円 

観光組織推進事業〔商工観光課〕              ２０，１４０千円 
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ふるさといなべ応援事業〔商工観光課〕              ８８６千円 

観光資源開発発信事業〔商工観光課〕             ３，３１２千円 

阿下喜温泉施設指定管理者事業〔商工観光課〕        ４６，４４０千円 

農業公園指定管理事業〔商工観光課〕            ４９，６８０千円 

    地域おこし協力隊事業〔商工観光課〕            ２０，０００千円 

 

 

４ 労働環境の改善 

いなべ市では、中小の零細企業が多いこともあり、勤労者の福祉制度の充実や働きやすい職場環境づく

りを促進する必要があります。そのため、金融機関と協力していなべ市内の勤労者の生活に必要な資金を

融資する制度を推進するとともに労働環境の改善を図るためのＰＲに努めます。 

 

【主な事業】 

勤労者生活資金貸付制度事業〔商工観光課〕          ３，０００千円 

 

 

５ 消費者保護の推進 

年々増加する架空請求や高齢者を狙った悪質商法、住宅リフォーム業者による被害は後を絶たない現状

です。被害防止対策として研修会の開催や広報、ホームページなどで周知啓発に努めます。 

 

【主な事業】 

消費者行政事業〔商工観光課〕                  ９４９千円 

 

 

６ 秩序ある土地利用の推進 

優良農地の確保・保全のため、農業振興地域整備計画について関係機関、部署と協議を重ねて見直しに

努めます。 

また、本年度から農地台帳の一部をインターネットで公開し農地のより一層の流動化を促進して遊休農

地の発生を抑制します。 

 

【主な事業】 

農業委員会事業〔農業委員会事務局〕             ８，２３５千円 
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（１１） 建 設 部 

 

当初予算編成における基本方針 

いなべ市の道路交通網は、南北に縦断する国道３０６号・３６５号と東西に横断する国道４２１号を軸

に、県道及び市道幹線をつなげて形成していますが、今後開通が見込まれる東海環状自動車道の整備を見

据え、活力ある地域づくりを進めるとともに防災面や生活圏の安全を考慮した整備が必要です。 

いなべ市内の整備状況は、国道４２１号の石榑トンネルが開通し、三重県と滋賀県を結ぶ新たな交通の

流れが現れています。東海環状自動車道については、東員ＩＣ（仮称）～大安ＩＣ（仮称）区間の平成３

０年度開通が公表されており、これを目指して工事が順次施行されています。さらに、北勢ＩＣ（仮称）

～県境区間については、用地買収が進められています。主要地方道四日市員弁線（バイパス）については

国道３６５号～いなべ総合学園間の工事が始まり、その間の整備が平成３０年開通に向けて順次進められ

ています。しかし、いなべ市内の主要な幹線や生活道路として大きな役割を担っているその他路線で整備

課題が残っている箇所があり、また、高度成長期に整備した橋梁などの多くが更新時期を迎えていて、老

朽化対策が必要です。 

このため、必要な道路整備を着実に進めるための財源確保活動に努力し、認可済事業についてはその進

捗を図り、未認可事業については関係機関と協働して要望活動に取り組むとともに、市道については国庫

補助事業などに市単独事業を効率的に組み合わせた道路網の整備に努めます。 

いなべ市の主な事業については、平成２０年度から国庫補助を受けている笠田新田坂東新田線につい

て、企業進出による渋滞の緩和と地域内交通の安全性向上を目指し、また東海環状自動車道へのアクセス

道路と位置づけ早期開通に向け事業を進めます。更新時期を迎えている橋梁については、橋梁長寿命化修

繕計画により修繕工事を進めます。 

新規事業で、本年度から交付金事業により、青川キャンピングパークへのアクセス道路として丹生川久

下２区１１９号線の改良工事に着手するとともに、交通安全対策で大安東部線並びに西方上笠田線の自歩

道整備工事も進めます。 

また、平成２４年度に整備された員弁地区防災拠点（旧員弁高校跡地）への進入路として、笠田新田中

央線と楚原中央線の整備を行い、災害時の支援人員や支援物資の輸送を迅速に行うため、緊急時に備えた

道路空間の整備を図ります。 

市民の皆さんの財産を守るために進められている地籍調査事業については、自治会の要望を踏まえ順次

計画的に進めます。 

市営住宅については、既存住宅の適切な維持管理、運営管理に努めます。 

 

１ 快適な道路網の整備 

集落間や公共施設を安全に結ぶため、関係自治会、地権者の協力を得て生活道路や橋梁の整備、老朽化

対策を図るとともに、通勤･通学などの自転車･歩行者の安全確保を図るため、歩道の整備を進めます。 

国庫補助を受け、東海環状自動車道及び主要道路へのアクセスを改善する道路整備を推進します。 

 

【主な事業】 

市道笠田新田中央線道路改良事業〔建設課〕         ３０，０００千円 

市道笠田新田坂東新田線道路改良事業〔建設課〕      １５０，０００千円 

市道丹生川久下２区１１９号線道路改良事業〔建設課〕    ８０，０００千円 

市道大安東部線自歩道整備事業〔建設課〕         １００，０００千円 

市道西方上笠田線自歩道整備事業〔建設課〕         ８０，０００千円 

橋梁長寿命化（健全度評価）事業〔建設課〕         １２，０００千円 

市道阿第５０号線（鎌田橋）橋梁修繕事業〔建設課〕     １５，０００千円 
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市道下野尻瀬木線（野尻橋）橋梁修繕事業〔建設課〕     ４０，０００千円 

市道大安東部線舗装修繕事業〔建設課〕           ２４，０００千円 

市道楚原中央線道路改良事業〔建設課〕           ３０，０００千円 

市道江丸線道路改良事業〔建設課〕             ２０，０５０千円 

 

 

２ 秩序ある土地利用の推進 

いなべ市の地籍調査事業は、全体調査面積１８６．２５平方キロメートルであり、このうち平成２６年

度末の調査着手面積は２１．６５平方キロメートルで進捗率は１１．６２％となっています。 

今後も公共事業の省力化、円滑化に役立て、市民の皆さんの大切な財産保全のためにも引き続き地籍調

査事業に取り組みます。 

 

【主な事業】 

地籍調査事業〔管理課〕                  ２３，０９５千円 

 

 

３ 安全で明るいまちづくり 

交通事故から市民の皆さんを守るためガードレール、カーブミラー、道路標識など交通安全施設の整備

に努めます。 

 

【主な事業】 

交通安全施設整備事業〔建設課〕              １４，３５７千円 

交通安全啓発事業〔管理課〕                 ２，１００千円 

 

 

４ 調和のとれた居住環境づくり 

公営住宅、改良住宅の適切な維持管理・運営管理に努めます。 

 

【主な事業】 

市営住宅入居管理事業〔市営住宅課〕                           ４，１５６千円 

市営住宅維持管理事業〔市営住宅課〕                           ４，９６８千円 

市営住宅整備事業 〔市営住宅課〕               ４，０００千円 
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（１２） 水 道 部  

 

当初予算編成における基本方針 

市民の皆さんの快適な生活基盤を担っている上下水道事業は、将来に向けて健全で持続可能な事業運営

を目指し、財政基盤を強化し、安全・安定した施設整備、効率的な事業経営に努めます。 

上水道事業では、継続して簡易水道統合事業による施設整備（北勢町川原地区）の実施、平成２５年度

から着手した水道水源建設（北勢町麻生田）を実施します。老朽化施設の更新事業では、水道施設機器更

新工事（員弁地区施設）の実施、施設耐震事業では、配水池の耐震補強工事に着手します。近年悪化傾向

にある有収率の向上を図るため、漏水調査を実施し、老朽管更新など総合的な漏水対策に取り組みます。

事業の効率化を図るために、料金関連の包括業務委託を実施し、サービス向上、長期的なコスト縮減を図

ります。 

下水道事業では、平成２６年度に策定した「下水道ビジョン」に基づき、安定した事業・サービスの提

供を継続できるよう、中長期的な視点に立った事業運営、効率化、経営健全化に向けた取り組みを進めま

す。 

農業集落排水施設の機能強化事業の機器更新整備を実施し、本年度完了を目指します。農業集落排水区

域から公共下水道への統合（中津原地区）を本年度から工事着手します。 

施設の適正な維持管理を行うため、管路清掃、マンホールポンプの更新整備を行います。また、経営の

透明性、説明責任向上を図るため、下水道会計の地方公営企業法適用の公営企業会計導入に向けて準備を

進めます。 

今後も安定供給できる施設と快適で衛生的な生活環境整備の継続を上下水道事業運営の主軸に、事業  

の「経営」を主眼に経営基盤（料金収入の安定確保）を強化し、経費縮減に努めた事業運営を進めます。 

 

１ 暮らしを支える上水道の充実 

上水道の普及は平成２７年３月末見込みで９９．９％となりますが、人口減少や長引く経済不況などの

影響を受け水需要は微減化傾向（対前年比９８．８％）が続くと予測され、経営状況は年々厳しくなる事

が考えられます。限られた財源の中でライフラインの機能を維持するために、老朽化施設更新整備、近い

将来に発生が予測される東海、東南海・南海地震に対応出来る施設の耐震化や防災体制の強化・充実が急

務となっています。 

将来に向けて持続可能な上水道事業を目指し、簡易水道の統合事業を進め安定した給水体制を図り、水

道水質管理の充実を図ります。安定給水、災害対策では、水道供給の基盤となる老朽配水管の布設替え、

施設、機械計装設備の更新（員弁地区）、配水池施設の耐震補強を行い、災害に対応できる体制の強化に

努めます。 

また、水源対策では、安定給水の基盤となる麻生田水源地を建設し、安定的かつ効率的な維持管理に努

めます。 

経営基盤の強化を進めるうえでは、料金の賦課・徴収業務を民間に委託して業務の効率化を図り、経常

経費の節減に努めます。 

 

【主な事業】 

水道料金経営安定化事業                  ６５，３６７千円 

（[新規] 市単独事業 包括業務委託            ２０，０００千円） 

（[継続] 市単独事業 検針委託業務             ６，１６８千円） 

（[継続] 市単独事業 量水器取替業務委託         １２，９４２千円） 

（[継続] 市単独事業 量水器筺取替業務委託         １，９３３千円） 

原水及び浄水施設維持管理事業              １５０，３６０千円 
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（[継続] 市単独事業 原水及び浄水施設維持事業      ２１，２２０千円） 

（[継続] 市単独事業 原水及び浄水施設管理事業     １２９，１４０千円） 

配水及び給水施設維持管理事業               ８０，７２０千円 

（[継続] 市単独事業 配水及び給水施設維持事業      ３６，１４６千円） 

（[継続] 市単独事業 配水及び給水施設管理事業      ４４，５７４千円） 

水道防災対策事業費                       ３１６千円 

配水管布設事業費                    １３６，５００千円 

（[継続] 市単独事業 開発に伴う配水管布設工事      ５０，０００千円） 

（[継続] 市単独事業 老朽配水管布設替工事        ６０，５００千円） 

水道施設耐震化事業費                   ５０，０００千円 

簡易水道統合整備事業費                 １８７，４０１千円 

（[継続] 国庫補助事業 簡易水道事業統合整備設計業務委託  ２，０００千円） 

（[継続] 国庫補助事業 簡易水道事業施設統合工事    １８５，４０１千円） 

水源建設事業費                     ３６７，０００千円 

施設更新事業費                      ９５，０８３千円 

（[継続] 市単独事業 機械電気計装設備更新設計業務委託   ５，０００千円） 

（[継続] 市単独事業 機械電気計装設備更新工事      ９０，０８３千円） 

公債費償還事務費                    ３８０，４２７千円 

減価償却費事務費                    ４６４，１１３千円 

固定資産除却事務費                    １４，１５０千円 

消費税支払事務費                     ２０，０９０千円 

 

 

２ 美しい水環境の創出 

下水道の整備は、平成２７年３月末見込みで公共下水道事業、農業集落排水事業を合わせて、整備率９

８．０％、水洗化率９４．０％となります。引き続き未整備区域の整備を進めます。また、維持管理経費

及び施設機器更新費用の削減を図るため、農業集落排水区域から公共下水道への統合工事を進めます。 

施設の適正な汚水処理機能を維持するため、平成２４年度に策定した「農業集落排水機能強化事業計画」

に基づき、施設機器更新工事を行います。 

その他下水道施設機器の更新については、安定的・効率的な汚水処理を継続するため、既存の監視シス

テムを活用して定期的に状況把握を行い、計画的に進めます。 

未接続世帯については、個別の調査を継続して行い、水洗化率の向上に努めます。 

 

【主な事業】〔公共下水道〕 

公共下水道施設維持修繕事業                ８１，１７０千円 

（[継続] 市単独事業 マンホールポンプ修繕・更新工事   １０，０００千円） 

（[継続] 市単独事業 公共下水道舗装等修繕工事      １５，０００千円） 

（[継続] 市単独事業 管路清掃委託業務          １２，９６０千円） 

下水道使用料賦課徴収事業                 ９０，５４９千円 

北勢沿岸流域下水道事業                 ２８７，７３８千円 

管路施設整備事業                     ７３，９６４千円 

（[継続] 市単独事業 公共汚水枡設置工事         １５，０００千円） 

（[継続] 市単独事業 公共下水道（開発関係等）管渠布設工事 

５１，５００千円） 

 



 

72 

 

社会資本整備交付金事業                 １６４，３２０千円 

（[新規] 国補事業 北勢東部処理分区 中津原地区管渠布設工事 

１３７，０００千円） 

（[新規] 国補事業 北勢東部処理分区 中津原マンホールポンプ設置工事 

１７，０００千円） 

流域関連下水道建設事業                  １６，１２８千円 

公債費償還事務                     ９４７，３１５千円 

【主な事業】〔農業集落排水〕 

農業集落排水施設維持修繕事業              １０３，９２１千円 

（[継続] 市単独事業 管路清掃委託業務           ３，８８８千円） 

（[継続] 市単独事業 汚泥処分委託業務          ２７，５４０千円） 

管路施設整備事業                     ５０，９００千円 

（[継続] 国補事業 農集排水施設機能強化対策事業工事   ４０，０００千円） 

下水道使用料賦課徴収事業                 １０，０５６千円 

公債費償還事務                     １３２，７２８千円 
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（１３） 教 育 委 員 会 

 

当初予算編成における基本方針 

教育を取り巻く課題が社会的に大きく注目されています。次代を担う子どもたちにとってより良い学習

環境を提供するために、学校、家庭、地域、行政が一体となってさまざまな施策に取り組んでいなければ

なりません。 

学校教育では、小学校・中学校の９年間を見通した連続性・一貫性のある指導「小中一貫教育」を展開

していくため、平成２６年度から全中学校区で「新しい学校づくり」推進の取り組みを始めています。本

年度は、小中学校の交流や教育課程の研究を行うとともに、員弁地区、藤原地区の小中学校で現場に即し

た研究を行います。また、学力向上に向けた推進計画の取り組みや土曜授業の実施、個に応じた特別支援

教育の充実、標準学力検査（ＮＲＴ）、学級満足度調査（Ｑ-Ｕ）による学力の定着・向上の取り組み、総

合学習の時間による主体的な学ぶ力の育成、教職員の指導力を高めるための研修事業など、引き続き「心

豊かで、たくましい子どもの育成」に取り組むとともに、家庭学習の支援や「いなべ学援隊」活動を一層

推進します。 

学校施設整備は、「新しい学校づくり」の観点で、子どもたちの学習環境を保護者や地域の理解と協力

により平成２９年４月開校に向けて藤原地区小学校の整備に着手します。また、老朽化が著しい笠間小学

校の建替に向けて設計を開始するとともに、児童生徒の安全確保のため、既存の学校施設においても地震

対策改修や大規模改修により環境整備を行います。 

市民の皆さんの芸術文化活動、スポーツ推進活動は、ＮＰＯ法人「いなべ市文化協会」、ＮＰＯ法人「い

なべ市体育協会」がそれぞれ中心となり活発に展開されています。また、いなべ市には豊かな自然環境や

文化的資産にも誇れるものがあり、その資源を活用して、学習できるように展示や講座を開催します。 

子どもたちの健全な育成は、地域、家庭、関係団体が連携して進めなければなりません。放課後児童ク

ラブ、こども活動支援センターの活動や地域の青少年育成活動などを通して、子どもたちの規則正しい生

活リズムの形成を支援します。 

社会教育施設は、市民の皆さんの利便性に配慮していますが、財政負担を少なくし、機能を充実させる

ための統廃合も進めていかなければなりません。そのため、老朽化が進んでいる施設改修は取捨選択をし

て集中整備を行います。 

 

１ 安心・安全な教育環境の整備 

複式学級の解消が急務の藤原中学校区の５小学校は、藤原地区小学校に再編し、平成２７年度及び平成

２８年度で藤原中学校の敷地内に小中一貫教育（一体型）ができる環境に整備をします。また、老朽化が

著しい笠間小学校は、建替に向けて設計業務を開始するとともに、児童生徒の安全確保のため、既存の学

校施設においても環境整備を行います。 

本年度は、小学校で校舎大規模改修工事（治田小学校）、避難所環境整備（三里小学校体育館）、体育館

吊り天井落下防止工事（東藤原小学校）などを実施します。また、中学校では、校舎大規模改修工事（員

弁中学校）、体育館・武道館吊り天井落下防止工事（藤原中学校）を行います。 

 

【主な事業】 

藤原地区小学校建設事業〔教育総務課〕          ４８１，５００千円 

笠間小学校建設事業〔教育総務課〕             ８３，２００千円 

小学校施設整備事業〔教育総務課〕            ３２８，１００千円 

中学校施設整備事業〔教育総務課〕            ３１０，５００千円 
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２ 豊かな人間性を培う学校教育の充実 

「いなべ市新しい学校づくり推進ビジョン」を受け、小中学校９年間を見通した連続性・一貫性のある

きめ細かな「小中一貫教育」を市内全小中学校で展開していくために本年度は研究校を設定し、研究、協

議を行います。 

特別支援教育については、本年度も健康こども部をはじめ、関係諸機関との連携・協働を通して一層の

充実を図り、児童生徒の心身の発達と学力を保障する途切れのない支援を推進します。 

標準学力検査（ＮＲＴ）及び学級満足度調査（Ｑ-Ｕ）の結果分析と検証を通じ、学級集団づくりや授

業づくり、教職員の指導力向上など、さまざまな側面から学校を支援して、学力の定着と向上を図ります。

特に、生徒指導上の諸課題の早期解決と指導の充実を図ることで、安心して学べる学習環境と学校力の向

上を目指し、児童生徒にとって満足度の高い、魅力ある学校づくりを推進します。また、地域の自然・人・

歴史・文化などの学習材を十分に生かした、子どもたちの主体的な学びを育む総合学習の一層の充実を図

ります。 

地域・保護者の理解・協力を得ながらスタートした「いなべ学援隊」活動を充実させ、学校に対する支

援を強化していくとともに、保護者、地域の理解のもと、月１回の土曜授業を行います。本年度は、新た

に「学び舎事業」として教育環境に課題がある家庭の児童を学習支援する事業をモデル校で行います。 

さらに、学校間の連携及び情報共有の強化並びに校務処理の効率化を目的に導入した「校務支援システ

ム」を活用し、教職員が児童生徒と向き合う時間を増加させ、学校教育の質の向上を図るとともに、「新

しい学校づくり（小中一貫教育）」を推進します。また、図書館コーディネーターを配置し、児童生徒の

読書活動を推進するとともに、学校図書整備員の巡回により学校図書館機能の一層の充実に努めます。 

教育研究所においては、いじめ・不登校問題や防災教育など、喫緊の教育課題に対応する研究及び講座

の充実とともに、相談員による教育相談機能の充実を図ります。外国人英語指導助手（ALT）について

は、引き続き小中学校に派遣し、語学力やコミュニケーション能力の更なる向上を目指します。 

通学バス事業については、遠距離通学者に対する保護者の送迎の負担軽減を行うため、本年度も安全第

一に一層の運行管理に努めます。 

 

【主な事業】 

小中一貫教育推進事業〔学校教育課〕            ２２，９６１千円 

研究指定校事業〔学校教育課〕                １，９２０千円 

児童・生徒特別支援推進事業〔学校教育課〕          ４，５６１千円 

学力フォローアップ事業〔学校教育課〕           １５，７５７千円 

総合学習推進事業〔学校教育課〕               ８，７８２千円 

学校図書館事業〔学校教育課〕               １８，１０３千円 

新規システム構築事業〔学校教育課〕             ５，４１５千円 

庁内情報処理システム保守事業〔学校教育課〕        １１，４７２千円 

教育研究所事業〔学校教育課〕                ８，４１０千円 

外国人英語指導事業〔学校教育課〕             ２４，３００千円 

通学バス事業〔学校教育課〕                ４７，４８５千円 

学援隊事業〔学校教育課〕                    ４７１千円 

    地域おこし協力隊事業〔学校教育課〕             ４，０００千円 
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３ 生涯学習による人づくり・まちづくりの推進 

生きがいや自己実現など精神的な豊かさを求めて市民の皆さんの自主的な学習意欲は高まっており、例

年開催している生涯学習講座の内容も多様で高度なニーズに対応することが求められています。 

図書館、文化施設、公民館などの生涯学習施設の連携を強化して、学習、教養及び技能習得に資する学

習機会を提供するとともに、講座を通じて趣味を始めたり、仲間を増やしたりするきっかけを契機に生涯

学習の成果をまちづくりに活かします。 

文化施設は、中心的に活用をすべき施設を改修し、整備を進めます。 

 

【主な事業】 

生涯学習講座開催事業〔生涯学習課〕             ３，７８９千円 

図書館事業〔生涯学習課〕                 ３５，０８６千円 

文化施設等管理事業〔生涯学習課〕             ８８，２２５千円 

北勢市民会館修繕事業〔生涯学習課〕           ５５５，４００千円 

藤原文化センター修繕事業〔生涯学習課〕           ８，０００千円 

員弁コミュニティプラザ整備事業〔生涯学習課〕        ３，５４０千円 

 

 

４ 青少年の夢を育む地域社会の醸成 

次代を担う青少年の健全な育成は市民の皆さんの願いです。しかし、急激な社会環境の変化が青少年に

もたらす影響は大きく、規範意識の低下、問題行動・犯罪の低年齢化が社会問題となっています。 

青少年育成市民会議をはじめ、地域、家庭、学校、ＰＴＡなど関係機関が連携して青少年の健全育成能

力を引出し、効果的に青少年の多様な活動の場を創出します。 

放課後児童クラブは、各クラブとの連携調整を密にニーズの把握及び支援を行い、放課後児童健全育成

事業を充実します。 

 

【主な事業】 

青少年育成市民会議活動事業〔生涯学習課〕          ６，５００千円 

子ども活動支援センター事業〔生涯学習課〕         １４，４００千円 

新成人記念祝賀事業〔生涯学習課〕              １，９７２千円 

放課後児童健全育成事業〔生涯学習課〕           ４１，４５２千円 

 

 

５ 多彩で個性ある文化の創造と継承 

年々盛んになる市民の皆さんの文化芸術活動を更に推進するため、ＮＰＯ法人いなべ市文化協会と文化

活動を実践する市民の皆さんや文化財の保護活動に取り組む関係者と連携して、いなべ市にかかわりのあ

る芸術活動家や地域の伝統文化を顕彰し、市民文化の高揚とふるさと意識の醸成を促進します。 

また、いなべ市内に存する文化財や天然記念物などは、その時代やその社会の生活様式・文化を物語る

財産であり、適切な保存と活用を進めていなべ市の文化的遺産を後世に伝承します。 

 

【主な事業】 

文化芸術活動支援事業〔生涯学習課〕            １４，０９０千円 

天然記念物調査保護事業〔生涯学習課〕            ２，１３１千円 

文化財保存活用支援事業〔生涯学習課〕            ２，０２１千円 

文化資料保存展示事業〔生涯学習課〕            １１，８３０千円 
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６ 生涯スポーツの振興 

スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことできる社会づくりに向けて、スポーツ団体などを始めと

する関係者との連携と協働によって事業を進めます。 

スポーツ推進委員の活動を推進し、市民の皆さんに軽スポーツの普及を図るとともに、生涯スポーツを

振興するＮＰＯ法人いなべ市体育協会との連携のもと、体育施設や学校体育施設などを活用して、スポー

ツを気軽に楽しむことができる環境の整備を行います。 

また、体育施設の利便性を向上させるための施策として、活動の拠点である員弁運動公園の運営の一部

をＮＰＯ法人いなべ市体育協会に委託するなど引き続き効率的で適正な管理を進めます。 

スポーツ施設は、三重国体に対応でき、中心的に活用をする施設として建設、大規模改修工事を計画的

に進めます。 

 

【主な事業】 

地域スポーツ推進事業〔生涯学習課〕             １０，０４６千円 

スポーツ推進委員活動事業〔生涯学習課〕            ４，０６２千円 

スポーツ団体支援事業〔生涯学習課〕            ２２，２５０千円 

体育館運営事業〔生涯学習課〕               ３９，０５４千円 

運動場運営事業〔生涯学習課〕                ２０，１６６千円 

テニスコート運営事業〔生涯学習課〕             １，２２４千円 

野球場運営事業〔生涯学習課〕               １８，３５５千円 

プール・艇庫運営事業〔生涯学習課〕             ９，４４１千円 

スポーツ施設修繕事業〔生涯学習課〕            ４８，９０４千円 

 

 

７ 国際性豊かな人づくり・まちづくり 

時代の進展に伴い、市民生活の細部にまで国際的な影響が及び国際社会が協調して取り組む課題も多く

なっています。そのため、海外の文化や習慣の違いを相互に理解し、尊重しつつ、共生していく意識を持

ち備えたまちづくりを進めることが必要です。 

本年度は、海外訪問団の受け入れ、各種語学講座の開催など、いなべ市国際交流協会などの民間組織や

ボランティアと連携して、地域レベルでの国際交流の推進を行い、多角的で幅広い国際施策の展開を図り

ます。 

 

【主な事業】 

国際交流事業〔生涯学習課〕                 ４，２７５千円 

 

 

８ 恵まれた自然を活用した環境学習 

いなべ市には多くの動植物が生息し生育している自然環境があります。この恵まれた自然を活用して、

児童生徒や市民の皆さんなどに、自然環境の大切さを啓発、普及します。 

また、藤原文化センターの藤原岳自然科学館は、自然史を学習できる県下では有数の博物展示施設で４

０周年を迎えました。引き続き、この施設を活用し、いなべ市の自然科学及び人文景観に関する博物展示

や自然教室事業などを行います。 

いなべ市の植物を全域にわたり調査した植物体系の報告書の取りまとめを引き続き進めます。また、学

習施設を活用し、子どもから大人まで自然環境を学べるように充実を図ります。 
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【主な事業】 

希少動植物保護事業〔自然学習室〕             １２，５１７千円 

ふるさとの森公園整備事業〔自然学習室〕           ３，２６８千円 

大井田西部公園管理備事業〔自然学習室〕           １，１８０千円 

藤原岳自然科学館博物展示事業〔自然学習室〕        １１，７３９千円 

藤原岳自然科学館自然教室事業〔自然学習室〕         １，０９７千円 

屋根のない学校事業〔自然学習室〕              ５，７３７千円 
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（１４） 出 納 室 

 

当初予算編成における基本方針 

健全な行財政運営に資するため、公金の運用については流動性・効率性に基き安全を第一に検討実施し、

会計事務の適正執行に努めます。 

 

１ 効率的な資金管理 

資金管理については、財政部局などと連携を密にしながら歳計現金の支払いに対応できるよう管理し、

当面使途のない資金は安全かつ効率的な運用を図ります。 

 

 

２ 会計事務の適正化 

適正な会計事務処理を推進し、支払いの迅速化と遅延防止を図るため、各部署の会計担当職員の能力向

上に努め、業務の効率化を図ります。 

 

【主な事業】 

出納事務                          １，５７７千円 

 

 


